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1. 17年 3月期の業績（平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 3月期       10,522    13.0        △738 －         △704 －

16年 3月期        9,304    75.8        △357 －         △358 －

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
17年 3月期       △1,429－         △10.03 －     △3.8    △1.8    △6.7

16年 3月期       △1,045－          △7.92 －     △2.8    △0.9    △3.8

(注 )1.期中平均株式数 17年 3月期    142,410,855株 16年 3月期    131,902,041株
2.会計処理方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
17年 3月期           0.00          0.00          0.00           0     0.0     0.0

16年 3月期           0.00          0.00          0.00           0     0.0     0.0

(注 )17年 3月期期末配当金の内訳 記念配当           0円 00銭 特別配当           0円 00銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 3月期       39,159      38,386     98.0         200.04

16年 3月期       38,705      36,556     94.4         277.16

(注 )1.期末発行済株式数 17年 3月期    191,885,913株 16年 3月期    131,893,361株
2.期末自己株式数 17年 3月期         62,069株         54,621株16年 3月期

2. 18年 3月期の業績予想 （平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期        5,000        △300        △300          0.00－ －

通 期       11,300        △500        △500 －           0.00          0.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          △2円 60銭

上 記 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
上 記 の 予 想 は 、 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お け る 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の
業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。
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  １１．個別財務諸表  

（１）貸借対照表  （単位：百万円）

期    別 前                  期 当                  期 増    減
（平成１6年３月31日現在） （平成17年３月31日現在） （△印減）

科    目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額

（  資  産   の  部  ） % %

Ⅰ 流 　　動 　　資 　　産 4,010 10.4 6,331 16.2 2,321
1. 現 金 及 び 預 金 326 2,813 2,487
2. 売 掛 金 299 49 △ 250
3. 有 価 証 券 112 30 △ 82
4. 商 品 209 30 △ 179
5. 販 売 用 不 動 産 629 303 △ 326
6. 製 品 159 52 △ 107
7. 原 材 料 185 48 △ 137
8. 仕 掛 品 275 170 △ 105
9. 仕 掛 不 動 産 368 1,751 1,383
10. 前 払 費 用 31 30 △ 1
11. 短 期 貸 付 金 525 555 30
12. 未 収 入 金 366 559 193
13. 未 収 消 費 税 等 23 2 △ 21
14. そ の 他 674 188 △ 486
15. 貸 倒 引 当 金 △ 176 △ 255 △ 79

Ⅱ 固 　　定 　　資 　　産 34,540 89.2 32,716 83.5 △ 1,824
1. 有  形  固  定  資  産 1,695 4.4 1,052 2.7 △ 643
(1) 建 物 389 293 △ 96
(2) 構 築 物 199 110 △ 89
(3) 機 械 及 び 装 置 641 192 △ 449
(4) 車 両 運 搬 具 5 2 △ 3
(5) 工 具 器 具 備 品 30 25 △ 5
(6) 土 地 428 428 0

2. 無  形  固  定  資  産 7 0.0 6 0.0 △ 1
(1) 施 設 利 用 権 1 1 0
(2) ソ フ ト ウ ェ ア 6 5 △ 1

3. 投 資 そ の 他 の 資 産 32,837 84.8 31,657 80.8 △ 1,180
(1) 投 資 有 価 証 券 76 6,824 6,748
(2) 関 係 会 社 株 式 12,030 12,030 0
(3) 出 資 金 6,812 3 △ 6,809
(4) 長 期 貸 付 金 114 108 △ 6
(5) 関係会社長期貸付金 7,770 8,296 526
(6) 長 期 未 収 入 金 12,061 10,560 △ 1,501
(7) そ の 他 415 397 △ 18
(8) 貸 倒 引 当 金 △ 5,748 △ 5,690 58
(9) 投 資 評 価 引 当 金 △ 695 △ 875 △ 180

Ⅲ 繰 　　延 　　資 　　産  154 0.4 111 0.3 △ 43
1. 新　株　発　行　費 154 111 △ 43

資 産 合 計 38,705 100.0 39,159 100.0 454
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 （単位：百万円）

               期    別  前                  期 当                  期 増    減
（平成１6年３月31日現在） （平成17年３月31日現在） （△印減）

科    目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額

（　負　債　の　部　） % %

Ⅰ 流 　　動 　　負 　　債 839 2.2 405 1.0 △ 434

1. 買 掛 金 261 27 △ 234

2. 短 期 借 入 金 52 － △ 52

3. 一年以内に返済予定の 284 102 △ 182
長 期 借 入 金

4. 未 払 金 167 144 △ 23

5. 未 払 法 人 税 等 11 98 87

6. 預 り 金 45 6 △ 39

7. そ の 他 17 25 8

Ⅱ 固 　　定 　　負 　　債 1,310 3.4 367 0.9 △ 943

1. 長 期 借 入 金 1,299 358 △ 941

2. 金属鉱業等鉱害防止引当金 7 7 0

3. 預 り 敷 金 保 証 金 3 1 △ 2

　　　負 債 合 計 2,149 5.6 772 2.0 △ 1,377

(　資　本　の　部　)

Ⅰ 資   　　　本   　　　金 34,549 89.3 36,189 92.4 1,640

Ⅱ 資 　本 　剰 　余 　金 2,914 7.5 4,534 11.6 1,620

1. 資 本 準 備 金 1,420 3,040 1,620

2. そ の 他資本剰余金 1,494 1,494 0

(1)資本準備金減少差益 1,494 1,494 0

Ⅲ 利 　益 　剰 　余 　金 △ 878 △ 2.3 △ 2,308 △ 5.9 △ 1,429

1. 利 益 準 備 金 167 167 0

2. 当 期 未 処 理 損 失 1,045 2,475 △ 1,429

Ⅳ 自 　　己 　　株 　　式 △ 28 △ 0.1 △ 28 △ 0.1 0
資 本 合 計 36,556 94.4 38,386 98.0 1,830
負 債 ・ 資 本 合 計 38,705 100.0 39,159 100.0 454
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（２)損益計算書  （単位：百万円）

期        別      前                  期 当                  期 増   減

自平成15年４月  １日 自平成16年４月  １日

至平成16年３月３１日 至平成17年３月３１日 （△印減）

科        目 金    額 百分比 金    額 百分比 金    額

 %  %
Ⅰ 売 上 高 9,304 100.0 10,522 100.0 1,218
Ⅱ 売 上 原 価  8,628 92.7  9,701 92.2 1,073
売 上 総 利 益 676 7.3 821 7.8 145

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,034 11.1 1,559 14.8 525
営 業 利 益 △ 357 △ 3.8 △ 738 △ 7.0 △ 381

Ⅳ 営 業 外 収 益

1. 受 取 利 息 178 162
2. そ の 他 55 234 2.5 55 217 2.1 △ 17

Ⅴ 営 業 外 費 用

1. 支 払 利 息 16 9
2. 新株発行費償却 74 86
3. 貸倒引当金繰入額 64 －
4. 休 山 管 理 費 43 40
5. そ の 他 37 235 2.5 47 184 1.7 △ 51
経 常 利 益 △ 358 △ 3.8 △ 704 △ 6.6 △ 346

Ⅵ 特 別 利 益

1. 貸倒引当金戻入額 115 156
2. 減損引当金戻入額 1,144 －
3. 新株引受権戻入額 18 －
4. 未払株式配当金戻入額 － 22

5. そ の 他 － 1,278 13.7 1 181 1.7 △ 1,097
Ⅶ 特 別 損 失

1. 固定資産除却損 － 532
2. 固定資産売却損 27 －
3. 投資有価証券評価損 48 －
4. 貸倒引当金繰入額 － 176
5. 減 損 損 失 1,130 －
6. 投資評価引当金繰入額 695 180
7. そ の 他 51 1,953 21.0 6 894 8.5 △ 1,059

 税引前当期純利益 △ 1,034 △ 11.1 △ 1,418 △ 13.4 △ 384
法人税、住民税及び事業税 11 0.1 11 0.1 0
当 期 純 利 益 △ 1,045 △ 11.2 △ 1,429 △ 13.5 △ 384
前 期 －繰 越 利 益 △ 1,045
当 期 未 処 理 損 失 1,045 2,475
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（３）損失処理案
（単位：百万円）

期　　　　別　　　　 前                 期 当                 期

自平成15年4月  1日 自平成16年4月  1日

至平成16年3月31日 至平成17年3月31日

科　　　　目 金　　　　額 金　　　　額

（当期未処理損失の処理）

Ⅰ 当期未処理損失 1,045 2,475

Ⅱ 次期繰越損失 1,045 2,475

（その他資本剰余金の処分）

Ⅰ その他資本剰余金 1,494 1,494

Ⅱ その他資本剰余金次期繰越額 1,494 1,494
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

自 平成1５年4月 1日 
至 平成1６年3月31日 

当事業年度 
自 平成1６年4月 1日 
至 平成1７年3月31日 

①売買目的有価証券 ①売買目的有価証券 
― 時価法（売却原価は移動平均法

により算定） 
②満期保有目的の債券 ②満期保有目的の債券 

１．有価証券の評価基準及び評価

方法 

 償却原価法（定額法） 同左 
 ③子会社株式 ③子会社株式 
  移動平均法による原価法 同左 
 ④その他有価証券 ④その他有価証券 
 時価のあるもの 時価のあるもの 
   決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は部分資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

同左 

 時価のないもの 時価のないもの 
   移動平均法による原価法 同左 

①デリバテイブ ①デリバテイブ ２．デリバテイブ等の評価基準及

び評価方法  時価法 同左 
①販売用不動産及び仕掛不動産 ①販売用不動産及び仕掛不動産 ３．たな卸資産の評価基準及び評

価方法   個別法による原価法 同左 
②販売用不動産及び仕掛不動産

以外のたな卸資産 
②販売用不動産及び仕掛不動産

以外のたな卸資産 
 

総平均法による原価法 同左 
①有形固定資産 ①有形固定資産 ４．固定資産の減価償却の方法 
定率法（賃貸用資産は定額法） 同左 

 ただし、平成10年4月1日
以降に取得した建物（建物付属

設備を除く）は定額法 

 

 主な耐用年数  
 建物及び構築物  7～49年  
 機械装置及び運搬具5～12年  
 ②無形固定資産 ②無形固定資産 
 ソフトウエア ソフトウエア 
 社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法 
同左 

５．繰延資産の処理方法 ①新株発行費 ①新株発行費 
 商法の規定に基づき 3 年間で

均等償却しております。 
同左 
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項目 
前事業年度 

自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

当事業年度 
自 平成1６年4月 1日 
至 平成1７年3月31日 

６．引当金の計上基準 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 
 売上債権、貸付金等の貸倒れ

による損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

同左 

 ②金属鉱業等鉱害防止引当金 ②金属鉱業等鉱害防止引当金 
 当社は、金属鉱業等鉱害対策

特別措置法第7条第1項に規定
する特定施設の使用の終了後

における鉱害防止に要する費

用の支出に備えるため、必要見

積り額を計上しております。 

同左 

 ③投資評価引当金 ③投資評価引当金 
 関係会社株式の価値の減少

に備えるため、子会社の財政状

態を勘案して計上しておりま

す。 

同左 

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理 同左 
 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段 商品先物取引 同左 
 ヘッジ対象 商品（非鉄金属） 同左 
 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 
 デリバティブ取引に関する

権限規定及び取引限度額等を

定めた内部規定に基づき、商品

の価格変動リスクの低減並び

に収支の改善のため、ヘッジ対

象に係る価格変動リスクを一

定の範囲でヘッジしておりま

す。 

同左 
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項目 
前事業年度 

自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

当事業年度 
自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 ④ヘッジの有効性評価の方法 
 ヘッジ対象とヘッジ手段の

相場変動の累計額を半期毎に

比較し、両者の変動額等を基礎

にしてヘッジの有効性を評価

しております。 

同左 

①消費税等の会計処理 ①消費税等の会計処理 ９．その他財務諸表作成のための

重要な事項 消費税等の会計処理は、税抜

き方式によっており、控除対象

外消費税等は、当事業年度の費

用として計上しております。 

同左 

 
 
会計処理方法の変更 

前事業年度 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

当事業年度 
自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日 

（繰延資産の処理方法） （繰延資産の処理方法） 
新株発行費 
従来、新株発行費は支出時に全額費用処理する方

法を採用しておりましたが、より適正な期間損益計

算を行うため、当事業年度から商法の規定に基づき

3 年間で毎期均等額を償却することに変更しまし
た。 
この変更により、従来の方法に比べ、経常損失及

び税引前当期純損失は 154 百万円それぞれ減少い
たしました。 

新株発行費 
― 

（固定資産の減損に係る会計基準） （固定資産の減損に係る会計基準） 
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見」（企業会計

審議会 平成 14年 8月 9日））及び「固定資産の
減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第 6号 平成 15年 10月 31日）が平成 16
年3月31日に終了する事業年度に係る財務諸表か
ら適用できることになったことに伴い、当事業年度

から同会計基準及び同適用指針を適用しておりま

す。これによる当期純利益に与える影響額は、13
百万円（減損引当金戻入額1,144百万円、減損損失
1,130百万円）であります。なお、減損損失累計額
については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資

産の金額から直接控除しております。 

― 
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前事業年度 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

当事業年度 
自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日 

― 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成

16年法律第 97号）が平成 16年 6月 9日に公布
され、平成16年12月1日より適用となること及
び「金融商品会計に関する実務指針」（会計制度委

員会報告第 14号）が平成 17年 2月 15日付で改
正されたことに伴い、当事業年度から投資事業有

限責任組合及びそれに類する組合への出資（証券

取引法第2条第2項により有価証券とみなされる
もの）を「出資金」から「投資有価証券」として

表示する方法に変更いたしました。 
なお、当事業年度の「投資有価証券」に含まれ

る当該出資の額は6,808百万円であります。 
また、前事業年度において「出資金」に含まれ

ていた当該出資の額は6,809百万円であります。 
 

 
 
追加情報 

前事業年度 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

当事業年度 
自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日 

― （法人事業税における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示方法） 
 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15

年法律第９号）が平成15年３月31日に公布され、
平成 16年 4月 1日以後に開始する事業年度より
外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当事

業年度から「法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成 16年２月 13日 企業会計基準委員会
実務対応報告第 12 号）に従い、法人事業税の付
加価値割及び資本割 86 百万円を販売費及び一般
管理費として処理しております。 
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(中外鉱業)

注記事項

（貸借対照表関係） （単位：百万円）

前                      期 当                      期

（平成16年３月31日現在） （平成17年３月31日現在）

１． 有形固定資産の減価償却累計額 2,268 １． 有形固定資産の減価償却累計額 1,230

２． 担保資産及び担保付債務 ２． 担保資産及び担保付債務

担保資産 担保資産

定 期 預 金 2 － 定 期 預 金 － －

有 価 証 券 15 － 有 価 証 券 － －

建 物 317 (207) 建 物 229 (135)

構 築 物 172 (172) 構 築 物 85 (85)

機 械 及 び 装 置 606 (606) 機 械 及 び 装 置 175 (175)

車 両 運 搬 具 3 (3) 車 両 運 搬 具 0 (0)

工 具 器 具 備 品 6 (6) 工 具 器 具 備 品 4 (4)

土 地 427 (86) 土 地 382 (86)

投 資 有 価 証 券 33 － 投 資 有 価 証 券 13 －

投資その他の資産の「その他」 20 － 投資その他の資産の「その他」 － －

計 1,606 (1,083) 計 893 (489)

担保付債務 担保付債務

短 期 借 入 金 194 (94) 短 期 借 入 金 12 (12)

長 期 借 入 金 873 (873) 長 期 借 入 金 22 (22)

物 上 保 証 2,083 (299) 物 上 保 証 2,015 (231)

預 り 受 託 原 料 18 － 預 り 受 託 原 料 － －

計 3,169 (1,267) 計 2,050 (265)

上記のうち（　）は内書きで鉱業・工場財団抵当並びに当該債務を示しております。

３． 保証債務 429 ３． 保証債務 331

４． ー ４． 資本の欠損の額は、1,009百万円であります。

５． 金属鉱業等鉱害防止引当金は租税特別措置法の ５． 金属鉱業等鉱害防止引当金は租税特別措置法の

金属鉱業等鉱害防止準備金に該当しております。 金属鉱業等鉱害防止準備金に該当しております。

６． 授権株式数及び発行済株式総数 ６． 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 527,000,000 株 授権株式数 527,000,000 株

発行済株式総数 131,947,982 株 発行済株式総数 191,947,982 株

７． 自己株式 ７． 自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

54,621株であります。 62,069株であります。
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（中外鉱業） 

（損益計算書関係）                          （単位：百万円） 
前事業年度 

自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

当事業年度 
自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日 

１． 固定資産売却損の内訳 １．固定資産売却損の内訳 
建       物        27 ― 
土       地       493  

減 損 引 当 金      △493  
    計            27  

２．固定資産除却損の内訳 ２．固定資産除却損の内訳 
―  建          物    70 

 構    築     物    77 
   機 械 及 び 装 置 他    384
       計         532 
３．減損損失 ３．減損損失 
当事業年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。 
― 

 
事業部 用途 種類 その他 
投資事業 共用資産 

社宅 
土地及び

建物 
福利厚生

施設  

 
 

当社グループは、精金事業、不動産事業、機械事

業及び投資事業にグルーピングしております。 
グルーピングの単位である精金事業、不動産事

業、機械事業においては、減損の兆候がありません

でしたが、投資事業の社宅の地価が大幅に下落した

ため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少

額を減損損失（1,130百万円）として特別損失に計
上しました。 
しかし、前事業年度において、減損損失の見込み

額として、土地については減損引当金 1,144 百万
円、建物については建物臨時償却費として 337 百
万円を特別損失に計上していたため、当事業年度に

おいては、土地について減損引当金を戻し入れする

ことにより、差し引き 13百万円の利益を計上する
ことになりました。 
その内訳は 
土地について 
特別利益 減損引当金戻入額 1,144百万円 
特別損失 減損損失     1,130百万円 
 差し引き利益         13百万円 
であります。 
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（中外鉱業） 

前事業年度 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

当事業年度 
自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日 

なお、社宅を含むより大きな単位の回収可能額は

正味売却価額により測定しており、土地については

路線価により評価しております。 
 

 

４．研究開発費の総額 ４．研究開発費の総額 
当期製造費用に含まれる 当期製造費用に含まれる 
研究開発費               0 研究開発費               － 

  
 
（リース取引） 
ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 
 
（有価証券） 
当期における子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 
（税効果会計） 
繰延税金資産は、回収可能性を考慮して計上しておりません。 
 
（当期中の発行済株式数の増加） 
第三者割当増資による新株式の発行 
 １．平成16年11月８日発行 
     発行株式数    普通株式    ２０百万株 
     発行価格             ５５円 
     資本組入額           ５６０百万円 
 ２．平成17年３月22日発行 

発行株式数    普通株式    ４０百万株 
     発行価格             ５４円 
     資本組入額          1，０８０百万円 
 
 

１２．役員の異動 

 
１． 代表者の異動 
該当事項はありません。 
 

２． その他の役員の異動 
該当事項はありません。 
 

以上 
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